
た
ば
こ
の
煙
が
発
生
し
て
い
る

空
間
に
い
る
と
、
呼
吸
を
し
ま
す

か
ら
、
た
ば
こ
の
煙
を
含
ん
だ
空

気
を
吸
い
込
み
ま
す
。
も
ち
ろ
ん
、

自
分
の
意
思
に
は
関
係
な
く
、
た

ば
こ
の
煙
を
吸
い
こ
み
ま
す
。

ど
こ
か
で
『
受
動
喫
煙
』
と
い

う
言
葉
を
耳
に
さ
れ
た
こ
と
は
あ

り
ま
す
か
。

『
受
動
喫
煙
』
と
は
、
健
康
増

進
法
（
平
成
十
五
年
成
立
）
第
二

十
五
条
の
中
で
定
義
さ
れ
て
い
る

「
室
内
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
環
境

に
お
い
て
、
他
人
の
た
ば
こ
の
煙

を
吸
わ
さ
れ
る
こ
と
」
を
い
い
ま

す
。厚

労
省
が
推
奨
し
て
い
る
受
動

喫
煙
防
止
対
策
（
全
面
禁
煙
又
は

空
間
分
煙
）
に
つ
い
て
労
働
者
の

意
識
調
査
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

調
査
の
結
果
、
喫
煙
者
と
非
喫

煙
者
の
禁
煙
や
分
煙
に
対
す
る
意

識
に
大
き
な
違
い
が
あ
る
こ
と
が

明
ら
か
に
な
っ
て
い
ま
す
。
（
図

参
照
）

非
喫
煙
者
は
「
も
っ
と
厳
し
く

す
る
べ
き
」
や
「
現
在
の
ま
ま
で

よ
い
」
が
多
く
、
喫
煙
者
は
「
現

在
の
ま
ま
で
よ
い
」
や
「
厳
し
す

ぎ
る
」
が
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

な
お
「
も
っ
と
厳
し
く
す
る
べ

き
」
の
理
由
と
し
て
は
「
空
間
分

煙
で
は
受
動
喫
煙
は
防
げ
な
い
」

が
最
も
多
く
、
「
厳
し
す
ぎ
る
」

の
理
由
と
し
て
は
「
特
に
中
小
企

業
で
は
設
備
・
資
金
的
な
面
で
対

策
が
困
難
」
「
そ
も
そ
も
対
策
に

取
り
組
む
必
要
性
を
感
じ
な
い
」

と
な
っ
て
い
ま
す
。

公
共
の
場
で
の
禁
煙
空
間
が
多

く
な
り
ま
し
た
が
、
職
場
内
の
受

動
喫
煙
状
況
は
い
か
が
で
し
ょ
う

か
。平

成
二
十
七
年
六
月
一
日
か
ら

改
正
労
働
安
全
衛
生
法
に
よ
り
、

職
場
の
「
受
動
喫
煙
防
止
対
策
」

が
す
べ
て
の
事
業
者
の
努
力
義
務

と
な
り
ま
し
た
。

第
六
十
八
条
の
二
に
お
い
て
は
、

「
事
業
者
お
よ
び
事
業
場
の
実
情

に
応
じ
適
切
な
措
置
」
を
と
る
よ

う
に
努
め
る
旨
を
規
定
し
て
い
ま

す
。そ

れ
で
は
、
具
体
的
に
は
ど
の

よ
う
な
取
組
み
を
し
て
い
け
ば
よ

い
の
で
し
ょ
う
か
。

ま
ず
、
現
状
把
握
と
分
析
を
行

い
ま
す
。
事
業
場
に
関
す
る
情
報

を
集
め
て
、
求
め
ら
れ
る
対
策
や

そ
の
実
施
に
あ
た
っ
て
の
課
題
な

ど
を
検
討
し
ま
す
。
（
表
一
参
照
）

次
に
、
衛
生
委
員
会
な
ど
で
、
施

設
設
備
の
「
ハ
ー
ド
面
」
と
計
画

や
教
育
な
ど
の
「
ソ
フ
ト
面
」
に

分
け
た
実
施
可
能
な
対
策
の
う
ち
、

最
も
効
果
的
な
も
の
を
決
定
し
、

実
施
し
ま
す
。
（
表
二
参
照
）

実
施
後
は
効
果
を
確
認
し
、
必
要

に
応
じ
て
対
策
の
見
直
し
を
行
い

ま
す
。

な
お
、
厚
労
省
で
は
今
回
の
取

組
支
援
に
際
し
、
次
の
三
つ
の
事

業
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

①

屋
外
喫
煙
所
や
喫
煙
室
な
ど

の
設
置
に
か
か
る
費
用
の
助
成

（
受
動
喫
煙
防
止
対
策
助
成
金
）

②

受
動
喫
煙
防
止
対
策
の
技
術

的
な
相
談
の
受
付
（
電
話
相
談
・

実
地
指
導
）
（
無
料
）
、
周
知
啓

発
の
た
め
の
説
明
会
の
開
催
、
企

業
・
団
体
の
会
合
へ
の
講
師
派
遣

（
無
料
）

③

空
気
環
境
の
測
定
機
器
（
粉

じ
ん
計
、
風
速
計
、
一
酸
化
炭
素

計
、
臭
気
計
）
の
貸
出
し
（
無
料
）

受
動
喫
煙
防
止
対
策
の
取
組
み
に
、

ぜ
ひ
活
用
し
て
く
だ
さ
い
。
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受
動
喫
煙
と
は

意
識
の
違
い
が

努
力
義
務
に

職
場
内
の
取
組
み

非
喫
煙
者

喫
煙
者

厚生労働省が推奨する受動喫煙防止対策
（全面禁煙又は空間分煙）に関する意識

【「平成25年度職場における受動喫煙防止対策に係る意識調査」より】

施設設備

（ハード面）の対策例
計画や教育など

（ソフト面）の対策例

・敷地内の全面禁煙

・屋内の全面禁煙

（屋外喫煙所）

・空間分煙（喫煙室）

・十分な換気

（飲食店など）

・担当部署の決定

・推進計画の策定

・教育、啓発、指導

・周知、掲示

現状把握で収集する情報の例

① 特に配慮すべき労働者の有無

（例：妊娠している方、呼吸器・循環器に疾患のある方、未成年者）

② 職場の空気環境の測定結果

③ 事業場の施設の状況

（例：事業場は外壁に接しているか、事業場は賃借か、消防法や

建築基準法などの他法令による制約）

④ 労働者や顧客の受動喫煙防止に対する理解度、意見・要望

⑤ 労働者や顧客の喫煙状況

（図 ）

（ 表一）
（表二 ）

もっと厳しくするべき

現在のままでよい

厳しすぎる



平
成
二
十
七
年
七
月
三
十
日
第

四
十
四
回
中
央
最
低
賃
金
審
議
会

で
、
平
成
二
十
七
年
度
の
地
域
別

最
低
賃
金
額
改
定
の
目
安
に
つ
い

て
答
申
が
取
り
ま
と
め
ら
れ
ま
し

た
。今

後
は
、
こ
の
答
申
を
参
考
に
、

各
地
方
最
低
賃
金
審
議
会
で
調
査

審
議
し
て
答
申
を
行
い
、
各
都
道

府
県
労
働
局
長
が
地
域
別
最
低
賃

金
額
を
決
定
す
る
こ
と
と
な
り
ま

す
。こ

の
答
申
は
、
都
道
府
県
の
経

済
実
態
に
応
じ
て
全
都
道
府
県
を

Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ
の
四
ラ
ン
ク
に
分
け
て
、

引
上
げ
額
の
目
安
を
提
示
し
て
い

ま
す
。

今
年
度
の
目
安
が
示
し
た
引
上

げ
額
の
全
国
加
重
平
均
は
十
八
円

（
昨
年
度
は
十
六
円
）

と
な
り
、

平
成
十
四
年
度
以
降
で
最
高
額
と

な
る
引
上
げ
と
な
る
見
込
み
で
す
。

京
都
府
下
に
あ
る
事
業
所
が
支

払
う
賃
金
額
の
最
低
限
度
は
、
今

年
十
月
八
日
か
ら
現
行
の
時
間
額

七
八
九
円
か
ら
八
〇
七
円
に
改
定

さ
れ
る
方
向
で
す
（
特
定
の
産
業

に
は
別
途
、
産
業
別
最
低
賃
金
が

定
め
ら
れ
て
い
ま
す
）
。

現
行
と
比
較
す
る
と
十
八
円
増

に
な
り
ま
す
。

時
間
給
八
〇
〇
円
で
契
約
し
て

い
て
も
、
改
定
発
効
日
以
後
は
八

〇
七
円
に
引
き
上
げ
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。

こ
の
最
低
賃
金
は
、
正
社
員
は

も
ち
ろ
ん
、
パ
ー
ト
や
ア
ル
バ
イ

ト
を
含
む
す
べ
て
の
労
働
者
に
対

し
て
適
用
し
ま
す
。
た
と
え
、
試

用
期
間
中
で
あ
っ
て
も
最
低
賃
金

額
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

も
し
最
低
賃
金
適
用
除
外
の
対

象
に
な
る
労
働
者
で
あ
れ
ば
、
労

働
基
準
監
督
署
へ
の
『
特
例
許
可

申
請
』
が
必
要
で
す
。
許
可
を
受

け
ず
に
最
低
賃
金
以
下
の
賃
金
を

支
払
う
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

こ
の
最
低
賃
金
の
対
象
と
な
る

賃
金
は
、
毎
月
支
払
わ
れ
る
基
本

給
は
も
ち
ろ
ん
、
手
当
も
対
象
と

な
り
ま
す
。
最
低
賃
金
の
算
出
時

に
総
支
給
額
か
ら
除
外
で
き
る
賃

金
は
、
次
の
六
項
目
で
す
。

・
精
皆
勤
手
当

・
時
間
外
、
休
日
、
深
夜
割
増
賃

金

・
通
勤
手
当

・
家
族
手
当

・
一
箇
月
を
超
え
る
期
間
ご
と
に

支
払
わ
れ
る
賃
金
（
賞
与
等
）

・
臨
時
に
支
払
わ
れ
る
賃
金
（
慶

弔
金
等
）

七
日

○
労
働
保
険
料
の
第
一
期
分
口
座

振
替
納
付
日

十
日

○
雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
取
得

届
の
提
出
（
八
月
に
採
用
し
た
労

働
者
が
い
る
場
合
）

［
公
共
職
業
安
定
所
］

○
労
働
保
険
一
括
有
期
事
業
開
始

届
の
提
出
（
八
月
に
一
括
有
期
事

業
を
開
始
し
て
い
る
場
合
）

［
労
働
基
準
監
督
署
］

三
十
日

○
八
月
分
社
会
保
険
料
の
納
付

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

○
日
雇
健
保
印
紙
保
険
料
受
払
報

告
書
の
提
出

［
年
金
事
務
所
］

○
労
働
保
険
印
紙
保
険
料
納
付
・

納
付
計
器
使
用
状
況
報
告
書
の
提

出

［
公
共
職
業
安
定
所
］
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八
月
後
半
に
夏
風
邪
を
こ
じ
ら

せ
て
急
性
喉
頭
炎
（
声
帯
炎
）
を

発
症
し
、
声
が
全
く
出
な
く
な
り

ま
し
た
。
慌
て
て
耳
鼻
咽
喉
科
を

受
診
し
た
結
果
、
「
し
ば
ら
く
し
ゃ

べ
ら
な
い
よ
う
に
。
」
と
の
こ
と
。

当
然
、
あ
ら
ゆ
る
業
務
に
支
障
が
・
・
・
。

声
が
出
な
く
な
っ
て
、
メ
ー
ル

やF
A

X

の
時
代
で
も
直
接
会
話

す
る
こ
と
の
重
要
性
を
あ
ら
た
め

て
痛
感
し
ま
し
た
。

（
ぎ
ん
）

藤田社会保険労務士事務所

e-mail
k-fujita@k-fujita-sr.com

URL http://k-fujita-sr.com

TEL・FAX 075-611-5300

〒612-8017
京都市伏見区桃山南大島町1-4-41-504

編
集
後
記

改
定
の
目
安
と
し
て

九
月
の
労
務
手
続

［
提
出
先
・
納
付
先
］

京
都
府
は
十
八
円
増
（
予
定
）
に
！

最
低
賃
金
を
適
用
す
る
労
働
者
は
？

最
低
賃
金
の
対
象
と
な
る
賃
金
は
？

Ｑ 当社は創業後１０年を迎える小規模事業所です。創業時からのすべ

ての社内文書を保存してきましたが、そろそろ廃棄を考えています。

社内文書の廃棄可能かどうか判断するには、どうすればよいでしょうか。

Ａ 社内文書の保存・廃棄は、法律による一定期間の保存義務の有無で分

けて考えます。

保存義務のある文書を「法定保存文書」と呼び、一定期間文書が保存され

ていないと罰則が適用されたり、不利益を被ることがあります。そのため、

法定保存年限を把握しておきます。

たとえば、経理・税務関係では「計算書類および附属明細書」が作成した

時から10年、「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」が法定申告期限

から7年、人事・労務関係では「労働者名簿」が死亡・退職・解雇の日から

3年、などとなっています。

保存義務のない文書は、御社の業務上の必要性や社歴との関連性などに基

づき、判断して保存されるとよいでしょう。

現在では、電子文書法（ｅ-文書法）に基づき、文書の電子保存が多く行

われています。ただし、すべての社内文書が電子保存可能ではありません。


